賞　罰　規　程

第1章　総　　則

（目　的）

第1条　本規程は、就業規則第○○条に定める従業員の表彰および懲戒に関する細則を規定し、従業員に対する公正な処置を図ることを目的とする。

（賞罰の基本原則）

第2条　会社は、賞罰の公正を期するため賞罰委員会を設け、事案の審査を行なわせる。

（賞罰委員会）

第3条　賞罰委員会は賞罰に関する会社の諮問機関とし、その構成・審査事項および運営は次のとおりとする。

　　（1）構　　成　　①会社の委嘱する委員

　　　　　　　　　　　②委員長は会社側委員とする

　　（2）審査事項　　①表彰に関する事案。ただし、報奨事案を除く。

　　　　　　　　　　　②懲戒に関する事案。ただし、訓戒・譴責事案を除く。

　　　　　　　　　　　③表彰・懲戒に関する異議申請の事案。

　　（3）運　　営　　①委員会は委員の5分の3以上の出席をもって成立する。

　　　　　　　　　　　②審査の方法は、委員の意見を聴取し委員長が決定する。

　　　　　　　　　　　③委員会における賞罰案は、出席人員の過半数をもって決定する。なお、可否同数の場合は委員長が決定する。

　　　　　　　　　　　④委員会の事務局は人事担当部門に置く。

　　2　委員は、審議内容に関し、故なく秘密を漏洩してはならない。

（賞罰の決定）

第4条　表彰または懲戒処分は、賞罰委員会の答申に基づき会社が決定する。

（異議申し立て）

第5条　懲戒処分を受けた者がその処分に異議があるときは、処分の通知を受けた日から5日以内に人事担当部門長を経て会社に異議を申し立てることができる。

　　2　前項によって異議の申し立てがあったときは、賞罰委員会は申立人の弁明を聴取した上で再審査の可否を決定する。

第2章 表彰・報奨

（表彰と報奨の区分）

第6条　表彰と報奨とを区分する。

　　　　（1）表彰とは、主として個人を対象とし、業務上または非常の際等、特別の成果または貢献に対しこれを顕彰する場合をいう。

　　　　（2）報奨とは、主として部門またはグループを単位とし、期間を定めて行なわれるコンクール、キャンペーン等の成果または貢献度に対しこれを顕彰する場合をいう。

　　2　報奨については、主管は当該企画の立案部門とし、報奨基準は企画立案の都度別途定めるものとする。ただし、報奨基準について人事担当部門長は提案を受けてこれを決裁する。

（表彰基準）

第7条　従業員が次の各号の一に該当したときは表彰する。

　　　（1）業務上顕著な功績があったとき

　　　（2）業務遂行にあたり誠実で会社の模範となり、会社および従業員の名誉となったとき　

　　　（3）業務上顧客より賞賛があったとき

　　　（4）非常事態に際して抜群の功績があったとき

　　　（5）不正行為または災害に際し、適宜の処置により損害を軽減または防止したとき

　　　（6）業務上有益な発明、発見、改良工夫、考案および研究等に著しく貢献したとき

　　　（7）前各号の他、特に表彰の価値があると認められたとき

（表彰の種類）

第8条　前条に規定する表彰の種類は次のとおりとし、各号の一または二以上を併せて行なうことができるものとする。

　　　（1）褒詞または賞状授与

　　　（2）賞品または賞金授与

　　　（3）特別昇給

　　　（4）褒賞休暇の付与

（表彰の手続）

第9条　従業員に表彰に値する行為があった場合は、部門長が詳細なる事由を付して人事担当部門長に表彰の申請をするものとする。

　　　2　人事担当部門長は基準に該当することを確認した上、賞罰委員会に審査を依頼する。

（表　彰　者）

第10条　表彰者は次のとおりとする。

　　　（1）全社表彰に該当する場合

　　　　　　　褒詞または表彰状　代表取締役

　　　　　　　賞品または賞金　　会社
　　　（2）部門表彰に該当する場合

　　　　　　　褒詞または表彰状　部門部長

　　　　　　　賞品または賞金　　会社
（表彰の時期）

第11条　表彰の時期は次のとおりとする。

　　　　　　　定期表彰

　　　　　　　随時表彰

（表　彰　式）

第12条　表彰式の実施に関する主管部門は、人事担当部門とする。

2 表彰式では、表彰者は被表彰者に賞状その他を授与するとともに、各役員、部門長、部課長等は業務に支障のない限り多数出席して被表彰者を顕彰するものとする。

（周知および記録）

第13条　表彰は人事台帳に記録し、合わせて社内通達、社内報等により全社員に周知の手続をとる。

第3章　懲　　戒

（懲戒基準）

第14条　社員が次の各号の一に該当したときは懲戒する。

　　　（1）著しく勤務怠慢または出勤状況不良のとき

　　　（2）就業規則および諸規則または業務上の指示、命令に違反または従わない等会社の秩序を乱したとき

（3）会社の施設または設備、器具、備品、商品等に多大の損害を与えたとき

　　　（4）会社の機密及び関係者の個人情報を漏洩し、または職務上の地位を利用して会社の不利益になるような行為をしたとき（退職後に会社及び関与先の機密、個人情報を漏洩した場合も会社が被る不利益に応じて法的措置を講じる）

　　　（5）会社の信用を傷つけ、または不正行為をして従業員としての体面を汚したとき

　　　（6）会社の許可なく、他へ就業したとき

　　　（7）自己の経歴を偽って申告したとき

　　　（8）会社において喧嘩、賭博、飲酒等により秩序を乱し、あるいは風紀を乱し、業務に支障をもたらしたとき

　　　（9）職制の秩序を乱し、あるいは他の従業員の名誉を毀損したとき

　　（10）部下に対する指揮監督が不十分で業務に支障をもたらし、または会社に損害を与えたとき

　　（11）刑法その他の法律に触れる行為をし、従業員として不適当と認められたとき

　　（12）前各号のほか、特に懲戒に該当すると認められたとき

（懲戒の種類）

第15条　前条に定める懲戒の種類、程度および方法は次のとおりとする。

　　　（1）譴　　責　始末書をとり将来を戒める。

　　　（2）減　　給　始末書をとり給与の一部を減額し将来を戒める。

　　　　　　　　　　　減給1回の額は平均賃金の半日分とし、一給与計算期間の減給の総額が給与総額の10分の1を超えないものとする。

　　　（3）出勤停止　始末書をとり3日間の出勤を停止し、将来を戒める。

　　　　　　　　　　　出勤停止期間中は給与を支給しない。

　　　（4）降　　格　始末書をとり役つきを降し将来を戒める。

　　　（5）諭旨解雇　将来を戒め退職願の提出を勧告し退職させる。ただし、勧告を受けた日を含めて5日以内に退職願を提出しないときは、懲戒解雇に準じて取扱う。

　　　（6）懲戒解雇　予告期間を設けず解雇する。行政官庁の認定を受けたときは解雇手当を支給しない。

（訓　　戒）

第16条　第14条に定める懲戒事由に該当する場合においても、その行為の程度が軽微であるか、日常の勤務成績等その他を勘案して特に情状酌量の余地があるか、または改悛の情が明らかに認められるときは懲戒を免じ訓戒に止めることがある。

　　　　訓戒とは口頭により注意し、将来を戒めることをいう。なお、訓戒においても始末書の提出を求める場合がある。

（懲戒の適用範囲）

第17条　第14条に掲げる各号に該当する行為についてはその行為が就業時間外の行為であることを理由としてその責を免れることはできない。

（本人に準じて懲戒する場合）

第18条　他の従業員の懲戒に該当する行為につき共謀、教唆を行なったときは本人に準じて懲戒する。

　　2　他の従業員の懲戒に該当する行為につき事情を察知しながらこれを報告しなかった場合はその程度に応じて懲戒する場合がある。

（未　　遂）

第19条　懲戒に該当する行為につき情状の重い場合は行為が未遂に終わった場合でもその責を免れることはできない。ただし、情状により懲戒を軽減する。

（監督不行届き）

第20条　従業員が懲戒に処せられる時は事情によりその上長も監督不行届きの理由で懲戒する。

（始末書の取扱い）

第21条　本規程により懲戒処分を受け始末書を提出した場合の取扱いは次のとおりとする。

　　　　（1）始末書は人事担当部門において保管する。

　　　　（2）年間を4月1日から9月30日、10月1日から3月31日の2期に区分し、それぞれの期間内における始末書提出処分1回に対し、同期間を対象とする賞与の総額から平均賃金の半日分を減額する。ただし、減額の総額が賞与の総額の10分の１を超えないものとする。

（訓戒以下の始末書）

第22条　訓戒における始末書の提出については人事担当部門長が決定し、前条の始末書の取扱いから除外する。

（通知および記録）

第23条　懲戒は人事台帳に記録する。

　　2　懲戒の種類等は辞令をもって当該従業員に通知するとともに、上長宛て通達する。

　　3　前項の規定は、別の人事通達により社内に周知することを妨げるものではない。

附　則

平成○○年○○月○○日より施行する
